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Ⅴ．おわりに
Ⅰ．はじめに
　情報技術がめざましく発達するなか，現代の企業経営においては，さまざま
な業務に情報技術が利用されつつあるが，会計においてもそれは例外ではな
い。ほとんどの企業は，会計業務に何らかのかたちで情報システムを導入して
おり，もはや純粋な手作業のみによる会計処理を行なう企業を探すのは全く不
可能であろう。
　ただ，会計における情報技術の利用は，多様な段階が存在し，スタンドア
ローンのパソコン上での単なる会計専用ソフトの利用からデータベースやネッ
トワーク，Webシステムやクラウドなどを用いた最新のシステムまで存在し，
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こうした「会計情報システム」にまつわる開発状況は企業によってまちまちで
ある。
　しかし，わが国の「会計情報システム」構築に関する研究は，これまでほと
んどなく，わが国企業が現実にどのような会計情報システムを構築しているか
といった実態についてはこれまで十分に明らかにされてこなかった。
　そこで本稿では，こうしたことを明らかにするためにアンケート調査を実施
し，わが国上場企業の「会計情報システム」はどのような現状にあるのか，あ
るいはまたどのような課題を抱えているのか。また，実務的な要請に応え得る
ような会計情報システムを構築・運用するための要因が何であるかを探ること
を目的としている。
　本稿の構成は，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について
言及した上で，第Ⅲ節においては，今回の調査の記述統計を示す。第Ⅳ節にお
いては，そうしたデータをもとにわが国上場企業の「会計情報システム」構築
の実態について仮説発見的に考察する。第Ⅴ節においては，本稿をまとめたう
えで今後の課題を提示したい。
Ⅱ．アンケート調査の概要と回答企業
１．アンケート調査の概要
　本調査は，東京証券取引所一部上場企業，二部上場企業を対象とした実態
調査である。2012年３月と４月にアンケート調査を実施した。調査方法は往
復ともに郵送を用いた。先発企業には，3月に郵送し，同月締め切りで，後発
企業には4月に郵送し，同月締め切りで回答を依頼した。調査対象企業は，金
融業と保険業を除く東証一部上場企業，二部上場企業の1,863社で，そのうち
133社から回答を得た。回収率は7.14%であった。
　今回のアンケート調査の回答企業の属する業界については，建設8.3%，食
品3.8%，繊維2.3%，パルプ・紙0.8%，化学・薬品12.0%，石油・ゴム・ガラ
281
－126 （     ）－
ス・セメント1.5%，鉄鋼・金属7.5%，一般機械12.0%，電気機械9.0%，輸送
用機器6.8%，精密・その他製造6.8%，卸売・小売12,0%，不動産2.3%，運輸・
倉庫2.3%，情報・通信3.0%，電気・ガス2.3%，サービス1.5%，その他1.5%，
無回答4.5%であった。
度数 パーセント（%）
建設 11 8.27 
食品 5 3.76 
繊維 3 2.26 
パルプ・紙 1 0.75 
化学・薬品 16 12.03 
石油・ゴム・ガラス・セメント 2 1.50 
鉄鋼・金属 10 7.52 
一般機械 16 12.03 
電気機械 12 9.02 
輸送用機器 9 6.77 
精密・その他製造 9 6.77 
卸売・小売 16 12.03 
不動産 3 2.26 
運輸・倉庫 3 2.26 
情報・通信 4 3.01 
電気・ガス 3 2.26 
サービス 2 1.50 
その他 2 1.50 
無回答 6 4.51 
合計 133 100
　今回のアンケート調査の回答企業の業種については，製造業・非製造業の大
分類では，製造業が49.6%，非製造業が40.6%，その他2.3%，無回答7.5%で
あった。その内訳は製造業49.6%，卸・小売業18.8%，サービス業3.8%，不動
産業2.3%，情報通信業1.5%，運輸業1.5%，電気・ガス業1.5%，建設業9.0%，
純粋持株会社2.3%，その他2.3%，無回答7.5%となっている。
　企業規模について，資本金については，10億未満6%，10億～ 30億未満
27.1%，30億～ 50億未満9.8%，50億～ 100億未満18.1%，100億～ 200億未満
11.3%，200億～ 500億未満15.8%，500億～ 1,000億未満9.8，1,000億以上2.3%
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であった。
Ⅲ．アンケート調査の記述統計
１．経理部門と情報システム部門の概要
①経理部門の規模
　経理部門の規模は10人から20人が30.1%，10人以下が同じく30.1%でほと
んどを占める。50人以上が18.8%であった。
②経理部門の業務
　経理部門の業務としては，分析の都合上7点リッカートスケールで尋ねたが
３点リッカートスケールに直したところ，「財務会計」業務については，「多い」
57.5%，「普通」40.9%，「あまりない」が1.6%で，やはり財務会計業務が経理
業務の多くを占めている。「管理会計」業務と「税務会計」業務については，「普
通」と答えた企業が多く，それぞれ62.6%，58.7%となる。
③情報システム部門
　次に情報システム部門であるが，「社内の一部門としている」と答えた企業
がほとんで84.9%あった。「アウトソーシングしている」と答えた社は8.3%に
過ぎない。
　また情報システム部門の規模については，10人以下と答えた企業が大半で
50.4%，10人から20人と答えた企業が18.3%であった。
２．業務システムの開発形態
　業務システムの開発形態について尋ねたところ，最も多かったのは「自社開
発ソフトとパッケージソフトを利用している」で42.8%，次いで「ERPを利用
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している」が32.8%，「自社で開発している」11.5%，「ERP以外のパッケージ
ソフトを利用している」9.9%，「その他」が3.1%であった。「自社開発ソフト
とパッケージソフトを利用している」と回答した企業のなかには，ERPの部
分的使用も含まれていると考えられる。
 
　「その他」として自由記述欄には，「ERPとERP以外のパッケージを利用し
ている」とか「自社開発とERPを使用」，「ビジネスプロセスのリエンジニア
リングを考慮したERPの導入と足りない部分の補足」などの記述が散見され
た。
　また，「基幹系は自社開発，会計，人事系はパッケージ」，「決算，一般会計
はERP，固定資産，連結会計はERP以外のパッケージ」など使い分けもあり，
ERPと他の業務システムとの組み合わせ，ERPの会計モジュール単独の導入
も予想以上に多かった。
①パッケージソフト導入の理由
　パッケージソフト導入の理由や自社開発している理由について，先行研究
（高田橋・坂上，2004）に依拠してリッカートスケールで尋ねた。パッケージ
ソフト導入の理由については，「自社開発よりもコストが安くつくため」，「自
社開発よりも優れた機能が提供されるため」について尋ねた。
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　「自社開発よりもコストが安くつくため」は，「あてはまる」30.8%，「どち
らともいえない」27.8%，「あてはまらない」9.8%，「その他」31.6%であった。「自
社開発よりも優れた機能が提供されるため」は，「どちらともいえない」が最
も多く39.1%，「あてはまる」18.0%，「あてはまらない」9.8%の順で，「その他」
は33.1%であった。
　「その他」の自由記述欄には「法改正へのスムーズな対応が目的」，「パッケー
ジソフトを利用する理由は税制改正等への対応」などもあり，「パッケージは
安全性，信頼性及び税法改正等への対応で総合的に判断」などの記述があった。
②自社開発の理由
　業務システムを自社で開発している企業の開発理由については，「自社固有
のニーズを満たすため」，「きめ細かなメンテナンスが可能であるため」につい
て尋ねた。
　「自社固有のニーズを満たすため」は，「あてはまる」は20.3%，「どちらと
もいえない」6.0%，「あてはまらない」4.5%であったが，「その他」が69.2%あっ
た。「きめ細かなメンテナンスが可能であるため」は，「あてはまる」15.0%，「ど
ちらともいえない」9.8%，「あてはまらない」4.5%，「その他」が70.7%であり，
先行研究（高田橋・坂上，2004）に依拠したが，「その他」が多かった。
　「その他」の自由記述欄に「自社開発はシステム部門と連携して開発できる
からよい」，「社外パッケージだと機能の追加等で時間がかかる」等の記述が
あった。
　「その他」の多さに対する記載としては釈然としないものがあったが，おそ
らくはシステムの開発などという組織的・社会的・人的な力学関係にかかわる
事柄に，アンケート項目として準備した選択肢に当てはめようとすること自体
に無理があったように思われる。こうした側面については，「解釈的アプロー
チ」（拙稿，2000a；2000b；2000c；2000d；2001を参照されたい）などの方法
によって記述することが必要であると考えている。
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３．システムの運用・保守について
①会計情報システムの経過年数
　現行会計情報システムの経過年数は「10年超」が34.1%と最も多かった。次
いで「１～ 3年」18.9%，「７～ 10年」18.2%，「５～７年」15.9%の順となった。
10年超の企業がやや多いが，何らかの傾向のようなものはみられない。
②会計情報システムの修正・改善の頻度
　会計情報システムの修正・改善の頻度は，「１年ごと」24.8%，「2年～３年
ごと」24.8%，「その他」24.8%となっている。
　「その他」として自由記述欄には，「必要が生じた都度」，「修正・改正は会計
基準変更の都度」等の記載が多かった。他に「修正・改善は税制改正や社内制
度改定に合わせて」とか「基本は変えていないが，小規模修正・改善は必要な
都度」などの記述もあった。
③会計情報システムの見直しの可能性
　会計情報システムの見直しの可能性については，「ある」37.6%，「どちらと
もいえない」40.6%，「ない」21.1%であった。
　なお，自社開発システムを使用している企業に「自社開発のシステムから
パッケージソフトへの変更の可能性」について尋ねたところ，「検討している」
13%，「どちらともいえない」24%，「検討していない」10%であった。しかし，
「その他」が53%であり，単なる変更といったことではくくれないのかもし
れない。
　同様にパッケージソフトを使用している企業に「パッケージソフトから自社
開発システムへの変更の可能性」について尋ねたところ，「検討している」は
4%に過ぎず，「どちらともいえない」10%，「検討していない」は39%であった。
また「その他」が47%であった。
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　今回，回収できた標本の記述統計でいえば，「自社開発システム」を使用し
ていて「パッケージソフト」への変更を検討している企業は，「パッケージソ
フト」を導入していて「自社開発のシステム」への変更を検討している企業よ
りも多いことになる。
　「システム開発形態」と「システム見直しの可能性」について，クロス集計
した結果，「ある」とした企業が最も多かったのは，「自社で開発している」場
合で60.0%，次いで「自社開発ソフトとパッケージソフトを利用している」企
業で41.8%，「ERP以外のパッケージを利用している」30.8%，「ERPを利用し
ている」27.9%の順であった。
 
　システムの開発形態と会計情報システムの見直しの可能性については次節に
おいて検討する。
④利用ハードウエア
　会計情報システムのために利用しているハードウエアは，「パソコン
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（LAN）」が57.9%で最も多く，次いで「オープンシステム系」17.5%，「オフ
コン」8.7%，「汎用機」7.9%の順である。
　「その他」としては，自由記述欄に「利用ハードウエアはパソコン（LAN）
とオープンシステム系」，「ハードウエアは汎用機とオープンシステム系を使
用」さらには「会計情報システムは社内クラウドを構築しそこにのせている」
とした社があった。
４．会計業務の「システム化の範囲」
　各業務のシステム化の度合いについて，「一般会計」，「固定資産管理」，「仕
入債務管理」，「売上債権管理」，「予算管理」，「現金管理」，「原価管理」，「利益
管理」，「資金管理」，「経営分析」，「投資分析」，「経費管理」，「連結会計」，「税
務申告」について , 分析の都合上7点リッカートスケールで尋ねたが３点リッ
カートスケールに直した結果（「1　システム化されている」から「3　システ
ム化されていない」）は，以下の通りとなった。
「システム化
されている」
「どちらとも
いえない」
「システム化
されていない」
平均 標準偏差
一般会計 84.7% 15.3%   0% 1.15 0.36 
固定資産管理 77.9% 20.6% 1.5% 1.24 0.46 
仕入債務管理 83.3% 15.2% 1.5% 1.18 0.42 
売上債権管理 85.6% 12.1% 2.3% 1.17 0.43 
予算管理 37.1% 49.2% 13.6% 1.77 0.68 
現金管理 61.4% 34.1% 4.6% 1.43 0.58 
原価管理 59.4% 33.6% 7.0% 1.48 0.63 
利益管理 47.3% 42.0% 10.7% 1.63 0.67 
資金管理 28.2% 48.1% 23.7% 1.95 0.72 
経営分析  9.9% 65.7% 24.4% 2.15 0.57 
投資分析  6.2% 48.1% 45.7% 2.40 0.60 
経費管理 56.1% 37.1% 6.8% 1.51 0.62 
連結会計 52.8% 28.0% 19.2% 1.66 0.78 
税務申告 31.8% 48.8% 19.4% 1.88 0.71 
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　「一般会計」，「固定資産管理」，「仕入債務管理」，「売上債権管理」は，「シス
テム化されている」が，それぞれ84.7%，77.9%，83.3%，85.6%で，ほとんど
の企業でシステム化されている。
　「予算管理」は，「どちらともいえない」が49.2%，「システム化されている」
37.1%で，必ずしもシステム化されているとはいえない。
　「現金管理」，「原価管理」，「利益管理」は，「システム化されている」が最も
多く，それぞれ61.4%，59.4%，47.3%であるが，上記に比べてシステム化さ
れている割合が低くなる。
　「資金管理」，「経営分析」は，「どちらともいえない」が最も多くそれぞれ
48.1%，65.7%であり，「システム化されている」はそれぞれ28.2%，9.9%と低い。
　「投資分析」は，「どちらともいえない」48.1%であるが，「システム化され
ていない」が45.7%，「システム化されている」が6.2%に過ぎず，あまりシス
テム化されていないようである。
　「経費管理」は，「システム化されている」が48.1%あり，予想したよりはシ
ステム化されている割合が高かった。
　「連結会計」も，「システム化されている」が52.8%あり，予想したよりはシ
ステム化が進んでいた。
　「税務申告」は，「どちらともいえない」48.8%であるが，「システム化され
ている」が31.8%あり，先行研究（高田橋・坂上，2004）よりもシステム化さ
れている割合が高くなっている。
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　以上を比較すると，「システム化されている」という答えが最も多かったの
は，「一般会計」で84.7%，次いで「売上債権管理」で85.6%，さらに「仕入債
務管理」83.3%でこの３つが多くを占める。続いて「固定資産管理」77.9%，「現
金管理」61.4%，「原価管理」59.4%，「経費管理」56.1%，「連結会計」52.8%
の順となった。
　逆にほとんどシステム化されていないものとしては，「投資分析」6.2%，「経
営分析」9.9%，「資金管理」28.2%，「予算管理」37.1%，「税務申告」31.78%，「利
益管理」47.3%の順であった。
５．会計情報システムとの「統合化の範囲」
　会計情報システムとの「統合化の範囲」については，「購買管理システム」，
「販売管理システム」，「在庫管理システム」，「人事管理システム」，「生産管理
システム」，「品質管理システム」，「顧客管理システム」，「物流管理システム」
との統合化について，分析の都合上7点リッカートスケールで尋ねたが３点
リッカートスケール（「1　統合化されている」から「3　統合化されていない」）
に直したところ，以下の通りとなった。
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「統合化さ
れている」
「どちらとも
いえない」
「統合化され
ていない」
平均 標準偏差
購買管理システム 50.0% 32.8% 17.2% 1.67 0.75
販売管理システム 52.3% 30.5% 17.2% 1.65 0.76
在庫管理システム 47.7% 29.7% 22.7% 1.75 0.80
人事管理システム 21.3% 39.4% 39.4% 2.18 0.76
生産管理システム 24.2% 33.3% 42.5% 2.18 0.80
品質管理システム 10.1% 27.7% 62.2% 2.52 0.68
顧客管理システム 25.0% 31.5% 43.6% 2.19 0.81
物流管理システム 28.3% 30.8% 40.8% 2.13 0.83
　「購買管理システム」，「販売管理システム」，「在庫管理システム」は，「統合
化されている」がそれぞれ50.0%，52.3%，47.7%で，会計情報システムとこ
の３つのシステムとの統合は，約半数の企業で実現されている。
　「人事管理システム」は，「どちらともいえない」が最も多く39.4%，「統合
されている」は21.3%であり，それほど統合化が進んでいないようである。
　「生産管理システム」は，「統合化されていない」が最も多く42.5%で，「統
合化されている」が24.2%に過ぎず，購買，販売，在庫と比べて統合化されて
いる割合は低い。
　「品質管理システム」は，「統合化されていない」が62.2%で，そもそもこう
したシステムをもたない企業も含めて，ほとんど統合化されていない。
　「顧客管理システム」，「物流管理システム」は，それぞれ「統合化されてい
ない」が43.6%，40.8%で，「統合化されている」がそれぞれ25.0%，28.3%に
過ぎず，購買，販売，在庫と比べて統合化されている割合は低い。
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　以上を比較すると，「統合化されている」という答えが最も多かったのは，
「販売管理システム」で52.3%，次いで「購買管理システム」で50.0%，さら
に「在庫管理システム」47.7%で，この「購買管理システム」，「販売管理シス
テム」，「在庫管理システム」の３つが多くを占める。
　逆に「統合化されていない」という回答が多かったものとしては，「品質
管理システム」10.1%，「人事管理システム」21.3%，「生産管理システム」
24.2%，「顧客管理システム」25.0%，「物流管理システム」28.3%の順であった。
なお，これはそもそも「生産管理システム」や「品質管理システム」をもたな
い企業も含めての順位である。
６．ERPの導入について
　ERPの導入について尋ねたところ，この度の上場企業の回収データからは，
既に導入しているが51.6%で半数を超えていた。
　導入していない企業のうち，導入の可能性について，「どちらともいえない」
が最も多く35.0%，「導入の可能性なし」が23.3%，「導入の可能性あり」が
10.0%の順であった。
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①　ERP導入の理由
　ERPの導入理由について，既に導入している企業に，先行研究（横田，
2006）に依拠して，リッカートスケールで尋ねた。「トップが導入したいと希
望」，「業界標準として当然」，「ビジネスプロセスの変革のため」について尋ね
た。
　「トップが導入したいと希望」は，「どちらともいえない」が最も多く16%，
「あてはまる」13%，「あてはまらない」が5%であった。しかし，「その他」
が67%もあった。同様に「業界標準として当然」は，「どちらともいえない」
が最も多く22%，「あてはまる」13%，「あてはまらない」が4%で，「その他」
が62%もあった。さらに「ビジネスプロセスの変革のため」は，「あてはまる」
30%，「どちらともいえない」6%，「あてはまらない」3%で，「その他」が61%
であった。質問票のなかの理由としては，「ビジネスプロセスの変革」という
理由が強いようである。
　しかし，「その他」が多く妥当な質問項目であったとはいえない。自由記述
欄には，「ERP導入は，連結決算早期化及び四半期決算対応のため」，「決算
早期化，管理会計の導入のため」「法改正へのスムーズな対応が目的」などの
回答があったが，「その他」の多さに対する記載としては釈然としないものが
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あった。
　ERP導入の理由としては，他にあるないしははっきりと明言できないもの
であり，おそらくはERPの導入理由などという組織的・社会的・人的な力学
関係にかかわる事柄に，アンケート項目として準備した選択肢に当てはめよう
とすること自体に無理があったと思われる。こうした側面については，「解釈
的アプローチ」（拙稿，2000a；2000b；2000c；2000d；2001を参照されたい）
などの方法によって記述することが必要であると考えている。
②導入しているモジュール
　ERPを導入している企業のうち，導入しているモジュールについては，多
重回答で尋ねたところ，「会計モジュール」が33.0%，「販売モジュール」が
16.5%，「在庫・購買モジュール」が21.5%，「人事モジュール」が11.0%，「生
産モジュール」が10.5%，「物流モジュール」が7.5%であった。
　自由記述欄には「ERPは会計モジュールのみ」として，会計モジュールの
みを導入している企業も意外にあった。質問項目以外に特定の業界であるが，
「固定資産モジュール」を導入しているとか，「工事原価管理システム」，「工
事計画，設備保全モジュール」などの回答もあった。
③ERPを使用する業務
　ERPを使用する業務については，「ある程度様々な業務に使用」が23.2%，
「かなりさまざまな業務に使用」が18.8%，逆に「一部の業務にのみ使用」が
15.9%，「全面的に使用」は10.1%にとどまっていた。
294
－139 （     ）－
 
　ERPを導入しているが，会計モジュールのみを導入している企業，他のパッ
ケージソフトと併用している企業もかなりあった。全業務を統合し一元管理
するはずのERPであるが，全面的に使用している企業はむしろ少数である。
ERPの導入に影響を与えている要因については，次節において考察する。
④ERPとは別のデータウエアハウスの構築
　ERPとは別にデータウエアハウスやデータベースを構築しているかどうか
について，分析の都合上7点リッカートスケールで尋ねたが３点リッカートス
ケールに直したところ，「構築している」と答えた企業が55.2%，「どちらとも
いえない」24.8%，「構築していない」20.0%であった。
７．会計情報システムのネットワーク化の諸状況
①会計情報システムのネットワーク化の現状
　会計情報システムをどのような環境で構築しているかについては，「クラ
イアント・サーバーのサーバー」で処理していると回答した企業が最も多く
36.4%，次いで「LAN環境のパソコン」上とした会社が34.9%，さらに「クラ
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イアント・サーバーの端末」上で処理していると回答した社が14.7%であった。
さらに「インターネットを利用したASP」で処理しているとした企業も7.0%
にのぼった。
 
　「その他」として自由記述欄には「会計情報システムのネットワーク化は
LAN環境のパソコン上とクライアント・サーバーのサーバー」，「LAN環境の
パソコン上とクライアント・サーバーの端末」，「社内クラウドを構築し，そこ
にのせている」，「クライアント・サーバーのサーバーがクラウド化されてい
る」，「社内LAN環境をWebで実現」などがあった。
②本社と事業所のネットワーク化
　本社と事業所とのネットワーク化については，予想よりも多く「リアルタイ
ムで共有できる」とした企業が67.4%，「事業所の会計データは月次バッチ処理
で集計する」とした社は22.5%，「四半期バッチ処理」とした社が0.8%であった。
　「その他」として自由記述欄には「専用線にて各支店の端末を接続しており，
伝票入力，照会は端末で行う」，「事業所のデータは事業所より入力，データセ
ンターで集中処理の後，日次・月次バッチ処理」などがあり，逆に「事業所で
は会計データを保持していない」とした企業もあった。
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③会計情報の入手・利用できる範囲
　会計情報の入手・利用できる範囲については，「自部門のデータのみ」と社
内の「全部門のデータ」が同数で34.1%，次いで「下流部門のデータまで」7.1%，
「隣接する部門のデータ」まで6.3%の順となっている。
　「その他」の自由記述欄では，「会計情報の入手・利用範囲は部門・職位によ
り使い分けている」，「会計情報の入手・利用できる範囲は経理部内の限られた
ユーザーのみ利用可能」，「入手できる範囲は，必要な範囲でセキュリティを設
け，権限範囲を設定している」，「個人別情報セキュリティのもとデータマート
より会計情報を活用」，「会計情報の入手・利用できる範囲はユーザーのロール
定義により異なる範囲となっている」などがあった。「その他」は何らかの権
限を設定しているということであろう。
④各種帳票の閲覧
　各種の帳票の閲覧について尋ねたところ，「業務別の帳票は端末機から閲覧
し加工することができる」が最も多く42.5%，「業務別の帳票は端末機から閲
覧できる」37.8%，さらに「業務別の帳票はレポートの配布のみで閲覧できる」
12.6%の順となっている。
　「その他」の自由記述欄では「会計業務に限り帳票は端末機から閲覧し加工
できる」，「電子帳票を導入」，「帳票関係はデータセンターのプリンタよりバッ
チ処理で出力」などがあった。
⑤エンドユーザー・コンピューティング
　エンドユーザー・コンピューティングの実現については，分析の都合上7
点リッカートスケールで尋ねたが３点リッカートスケールに直したところ，
「どちらともいえない」と答えた企業が最も多く46.9%，「実現されている」
38.3%，「実現されていない」14.8%で，「どちらともいえない」が多くあまり
はっきりとしない状況である。
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⑥会計データの入力方法について
　会計データの入力方法については，「基幹業務で仕訳以前のデータを分散入
力し自動仕訳している」と答えた企業が最も多く44.1%，次いで「仕訳以前の
データを経理部門もしくは担当部門で集中入力している」とした社が14.2%，
さらに「仕訳済みデータを経理部門もしくは担当部門で集中入力している」
13.4%，「仕訳以前のデータを各業務部門で分散入力し自動仕訳している」と
「仕訳済みデータを各業務部門で分散入力している」が同数で9.5%であった。
 
　「その他」として，自由記述欄には，「仕訳以前のデータを経理部門で集中入
力，基幹業務で仕訳以前のデータを分散入力し自動仕訳」，「基幹業務は自動仕
訳，その他は各部門で仕訳データを分散入力」，「入力方法は仕訳済みデータを
担当部署で分散入力と仕訳以前のデータを基幹業務で分散入力の両方」，「仕訳
済みデータを経理部門で集中入力もしくは基幹業務で仕訳以前のデータを分散
入力」，「仕訳済みデータを経理部門で入力するほか，基幹業務で仕訳以前の
データを分散入力し自動仕訳している」，「仕訳以前のデータを分散入力する場
合とERPに仕訳済みデータを分散入力する場合あり」，「売上，仕入，販売費，
一般管理費は自動仕訳，それ以外は会計伝票で入力」（以上強調は引用者）な
ど要するに基幹業務で仕訳以前のデータを分散入力しているプラスアルファー
のアルファーの部分にバリエーションがあるとした社が多いようであった。

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　それ以外に「自動仕訳ができないものは各部門で分散入力」，「会計データの
入力方法は場合により異なるため一概には言えない」などがあった。企業に
よって非常にまちまちであることがわかる。会計データの入力方法に影響を与
える要因について考察した結果は次節においてみる。
８．管理会計情報の作成と利用について
　管理会計情報の作成と利用について尋ねたところ，「コンピュータで作成し
ている」と答えた社が69.7%，手作業で作成していると答えた社も25.0%と予
想した以上に多かった。
　コンピュータで作成していると答えた企業にその詳細を尋ねたところ，「基
幹システムと表計算ソフトで作成」していると答えた企業が最も多く51.5%，
続いて「パッケージソフトと表計算ソフトで作成」が23.3%，続いて「表計算
ソフトで作成」が18.5%であった。
　「その他」として自由記述欄には，「基本的な管理会計情報はコンピュータで
作成し，用途に応じて手作業で行う」などの記述があった。予想した以上に手
作業によっている企業が多く，手作業でないにしても表計算ソフトを利用して
いる企業が目立った。
　コンピュータで作成している管理会計情報のなかで多かった手法は，多重
回答で尋ねたところ，「予算管理」14.7%，「利益管理」12.4%，「原価管理」
11.7%，「経費管理」11.3%が多く，「経営分析」7.7%，「資産管理」7.7%，「資
金管理」7.6%，「個別原価計算」6.5%，「標準原価計算」4.7%，「総合原価計算」
3.4%，「直接原価計算」3.1%などがあった。
９．業務情報の作成と利用について
　会計情報以外の業務情報の作成と利用については，分析の都合上7点リッ
カートスケールで尋ねたが３点リッカートスケール（「1　あてはまる」から
「3　あてはまらない」）に直したところ，以下の通りであった。
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「あてはまる」
「どちらとも
いえない」
「あてはまら
ない」
平均 標準偏差
購買情報 68.6% 24.0% 7.4% 1.39 0.62
販売情報 77.8% 18.3% 4.0% 1.26 0.52
在庫情報 73.4% 17.7% 8.9% 1.35 0.64
人事情報 66.9% 23.6% 9.5% 1.43 0.66
生産情報 47.0% 31.3% 21.7% 1.75 0.79
品質情報 25.7% 44.3% 30.1% 2.04 0.75
顧客情報 47.5% 34.8% 17.8% 1.70 0.76
物流情報 37.4% 39.1% 23.5% 1.86 0.77
　「購買情報」，「販売情報」，「在庫情報」については，「あてはまる」が最も多
く，それぞれ68.6%，77.8%，73.4%で，多くの企業で作成・利用されている。「人
事情報」についても66.9%で過半数の企業で作成・利用されている。「生産情
報」については，非製造業も含めた全業界・全業種のなかの半数弱の47.0%の
企業で生産情報が作成・利用されている。「顧客情報」についても，47.5%で
半数弱の企業で作成・利用されている。「品質情報」，「物流情報」については
「どちらともいえない」がそれぞれ44.3%，39.1%，「あてはまる」はそれぞれ
25.7%，37.4%で，こうした情報を作成・利用する企業はやや少ない。
 

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　以上を比較すると「あてはまる」の多いのは，「販売情報」77.8%，「在庫情報」
73.4%，「購買情報」68.6%，「人事情報」66.9%，「顧客情報」47.5%，「生産情報」
47.0%，「物流情報」37.4%，「品質情報」25.7%の順となる。
　いわゆる会計情報以外にもかなりさまざまな情報が利用されていることがわ
かる。こうした情報のうち販売情報でよく利用されていたのが，「受注管理情
報」26.5%，「請求管理情報」22.4%，「出荷管理情報」21.0%などであった。
　在庫情報で多く用いられていたのが「棚卸管理情報」35.1%，「入出荷情報」
34.3%などであった。
　同様に購買情報では，「発注管理情報」28.5%，「外注・仕入管理情報」
25.2%，「受入管理情報」20.2%をはじめとする。
　人事情報では，「給与管理情報」29.1%，「勤怠管理情報」27.6%，「人事考課
情報」18.9%などであった。
　生産情報では，「生産計画情報」26.6%，「工程管理情報」23.8%をはじめ全
般的に多かった。
　品質管理情報については，「受入検査情報」29.4%，「出荷検査情報」29.4%，「ク
レーム調査情報」24.8%などであった。
　物流管理情報では「出荷・輸送管理情報」33.3%，「倉庫管理情報」27.6%な
どであった。
　いわゆる管理会計情報というもののみならず，かなり多様な情報が利用され
ている。会計情報システムなどはもはやこうした多様な情報システムのなかの
ロジックの一つに過ぎないといえるだろう。
　以上はもちろん業界・業種，企業規模などで変わってくることと思われるが，
今回のサンプル数のみでは業界・業種や企業規模ごとに集計して表示するほど
のデータがなかった。ただ，製造業・非製造業の分類では，クロス集計した
ところ，「生産情報」については，製造業で62.3%，非製造業で16.7%とやは
り差があり，「物流情報」は，製造業で47.5%，非製造業で16.3%，「品質情報」
も製造業で33.9%，非製造業で7.1%と差があった。
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10．電子商取引，電子情報開示，連結会計情報システム
①電子商取引の採用
　電子商取引の採用については，「未採用」とした社が最も多く，43.1%であっ
た。次いで，「販売と購買の両方とも採用（一部の取引先に採用）」30.8%，「販
売のみ採用」は10.0%であった。「その他一部でも採用」とした社は12.3%に
のぼっている。電子商取引に影響を及ぼす諸要因との関係については次節にお
いて考察する。
②電子商取引と会計情報システムの連動
　電子商取引を実施していると回答した企業のうち，会計情報システムとの連
動について尋ねたところ，「全く連動していない」43%，「部分的に連動してい
る」35%，「完全に連動している」が12%，「あまり連動していない」が7%であっ
た。完全に連動しているとした企業は少数である。
③電子情報開示
　電子情報開示については「既に実施している」とした社がほとんどで，
93.7%であった。これに「まだ実施していないが，実施を検討中である」の4.7%
をあわせるとほとんどすべての上場企業が電子情報開示を実施あるいは実施を
検討している。ほとんどの上場企業が何らかのかたちでインターネット上に情
報開示するようになったことを確認できた。
④連結会計情報システムの導入
　連結対象子会社があると回答した企業は，今回の調査対象企業の92.5%にの
ぼっており，そのうち「国内と海外に連結対象子会社がある」と答えた社が
67.7%，「国内にのみ連結対象子会社がある」と回答した社が22.6%であった。
国内の連結子会社との連携：
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　国内の連結子会社との連携については，「子会社の損益データは四半期バッ
チ処理で集計」と「月次バッチ処理で集計」が同数で33.0%，「リアルタイム
で共有している」が13.4%，「半期バッチ処理で集計」と回答した社が0.9%，「そ
の他」が19.6%であった。
　四半期もしくは月次バッチ処理という企業が多く，リアルタイムで共有して
いるという社はまだまだ少ない。
海外の連結子会社との連携：
　海外の連結子会社との連携については，「四半期バッチ処理で集計」が
36.4%，「月次バッチ処理で集計」32.5%，「リアルタイムで共有」が3.9%，「そ
の他」が27.3%であった。
　海外の子会社との連携となると四半期もしくは月次バッチ処理という企業が
多く，リアルタイムで共有しているという社はさらに少ない。
　「その他」の自由記述欄には，連携については，「連結会計情報は海外の子会
社とは共有できないが，国内の子会社のみ共有できる」，「連結子会社とはリア
ルタイムで共有できる会社と全く共有していない会社がある」，「子会社との
ネットワーク化はされていない」，「海外の子会社とのネットワーク化は検討
中」などがあった。
　連携方法については，「子会社からメールで財務データを入手し，表計算ソ
フトに転記している」，「子会社の会計データはネットワーク化されておらず毎
月手入力」，「連結パッケージデータを四半期ごと収集」，「連結子会社とのネッ
トワーク化はなくExcelにより集計」，「連結会計データはリアルタイムで共有
しているが，連結財務諸表の作成は四半期バッチ処理により利用範囲を定めて
いる」，「子会社の会計はリアルタイム処理であるが，子会社には開放していな
い」，「子会社の会計データはExcelによる手集計で足す」「連結会計のみDIVA
を使用」等の自由記述があった。
　連結会計については手作業や専用ソフトの使用がまだまだ多いようである。
各企業においてまだ連結子会社との連携方法が定まっていない様子である。
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　以上，この度のアンケート調査の記述統計についてみたが，以上の結果はあ
くまでも回収されたサンプルの平均であり，母集団（わが国上場企業）の構成
比率を示したものとは必ずしもいえない。そこで次節においては，推測統計に
よってサンプルを超えた「統計的一般化」を試みる。
Ⅳ．考察：わが国上場企業の「会計情報システム」構築
　本節ではアンケート調査のデータにもとにわが国上場企業の「会計情報シス
テム」開発の現状と実態について，会計情報システムは，１．システムの開発
形態によってどのような影響を受けるか，２．企業規模との関係はどうかにつ
いて考察する。またこうした諸要因は，３．ERPの導入にはどのように関係
しているか，４．会計情報システムのネットワーク化の諸状況にはどのように
影響しているか，５．会計情報以外の業務情報の作成・利用との関係はどうか，
６．電子商取引や電子情報開示，連結会計情報システムにはどのように影響す
るかを考察する。
１．システムの開発形態と会計情報システムの関係
　本項では，システムの開発形態つまり「自社で開発している」，「ERPを利
用している」，「ERP以外のパッケージソフトを利用している」，「自社開発ソ
フトとパッケージソフトを利用している」などのシステムの開発形態で構築し
ている会計情報システムに差がでるか考察する。次に①システムの開発形態と
会計業務の「システム化の範囲」，②システムの開発形態と会計情報システム
との「統合化の範囲」について考察する。
①システムの開発形態と「システム化の範囲」
　システムの開発形態と会計業務の「システム化の範囲」について差があるか
どうか，Kruskal Wallisの検定を行ったところ，システム化の範囲で有意な
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関係がみられたのは，「資金管理」のみでありそれ以外はほとんど有意な関係
が認められなかった。
一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s. n.s.
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : システム開発形態
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　さらに分散分析を行ったところほぼ同様な結果で，「資金管理」のみ有意で
あり，Bonferroniによるその後の検定では，「ERPを利用している企業」と
「ERP以外のパッケージを利用している企業」に差がでた。「資金管理」にお
いてERPが他のソフトや自社開発のソフトにない機能を提供していることが
考えられる。
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) システム開発形態 (J) システム開発形態 平均値の差 (I-J)
システム化の範囲：
資金管理
ERP を利用 自社で開発 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフ
トを利用
 ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージ
ソフトを利用
n.s.
  その他 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　しかし，システム開発形態によって，会計情報システムの「システム化の範
囲」にそれほど差が生じているとはいえない。はじめに会計情報システムのシ
ステム化の要請があり，それをもとにシステムの開発形態が選択されることが
通常であろうことを考慮すると，この結果はいわば当然であるとも考えられ
る。
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②システム開発形態と会計情報システムとの「統合化の範囲」
　システムの開発形態と会計情報システムとの「統合化の範囲」で違いがある
かどうか，Kruskal Wallisの検定を行ったところ，購買管理システムとの統合，
販売管理システムとの統合，在庫管理システムとの統合，人事管理システムと
の統合，生産管理システムとの統合，品質管理システムとの統合，顧客管理シ
ステムとの統合，物流管理システムとの統合とほぼすべてで有意な差がでた。
 購買管理システ
ムとの統合
販売管理システ
ムとの統合
在庫管理システ
ムとの統合
人事管理システ
ムとの統合
生産管理システ
ムとの統合
品質管理システ
ムとの統合
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊   ＊   ＊   ＊ 
 顧客管理システ
ムとの統合
物流管理システ
ムとの統合
漸近有意確率  ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : システム開発形態
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　さらに分散分析を行ったところほぼ同じ結果がでた。Bonferroniによるそ
の後の検定では，購買管理システムとの統合については，「自社で開発してい
る」企業と「ERP以外のパッケージソフトを利用している」場合，「ERPを利
用している」企業と「ERP以外のパッケージを利用している」場合で差がでた。
さらに，「自社開発ソフトとパッケージソフトの両方を利用している」企業と
「ERPを利用している」場合に有意な差が認められた。
　販売管理システムとの統合については，「ERPを利用している」企業と
「ERP以外のパッケージを利用している」場合に有意な差が認められた。
　在庫管理システムとの統合については，購買管理システムとの統合と同じ状
態であり，以下，人事管理システムとの統合，生産管理システムとの統合，品
質管理システムとの統合，顧客管理システムとの統合，物流管理システムとの
統合についても下表の通りである。
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多重比較
Bonferroni 
従属変数
(I) システム開発
形態
(J) システム開発形態 平均値の差 (I-J)
   下限
購買管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERP を利用 自社で開発 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
 ＊ 
販売管理システム
との統合
ERP を利用 自社で開発 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
在庫管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERP を利用 自社で開発 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 自社開発ソフトと
パッケージソフト
を利用
自社で開発
n.s.
  ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
人事管理システム
との統合
ERP を利用 自社で開発   n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERP 以外のパッ
ケージソフトを利
用
自社で開発
n.s.
  ERP を利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
 ＊ 
307
－152 （     ）－
生産管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERP を利用 自社で開発 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
 ＊ 
品質管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
 ＊ 
顧客管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
 ＊ 
物流管理システム
との統合
自社で開発 ERP を利用 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERP を利用 自社で開発 n.s.
  ERP 以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　システムの開発形態として，「自社で開発している」，「ERPを利用してい
る」，「ERP以外のパッケージソフトを利用している」，「自社開発ソフトとパッ
ケージソフトを利用している」企業の間には，会計情報システムとの「統合化
の範囲」において多くの差が生じていることが伺える。
　以上，システムの開発形態との関係について，①システムの開発形態と会計
業務の「システム化の範囲」，②システムの開発形態と会計情報システムとの
「統合化の範囲」について考察した。システムの開発形態は会計情報システム
の「システム化の範囲」にそれほど影響せず，「資金管理」を除いて，ほとん
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ど有意な関係はみられなかったが，逆に会計情報システムとの「統合化の範囲」
に強く関係しており，ほとんどすべてのシステムの統合化と関係していた。そ
こで以下のような仮説を提示したい。
仮説：システムの開発形態によって「システム化の範囲」は異ならないが，「統
合化の範囲」は異なる。
（注記）
　なお「会計情報システムの見直しの可能性」がシステムの開発形態によって異なるか，
システムの開発形態と会計情報システムの見直しの可能性についてKruskal Wallisの検
定や分散分析を行ったところ，とくに有意な関係はみられなかった。
　ただ，「自社開発システムからパッケージソフトへ移行する可能性」と「パッケージ
ソフトから自社開発システムに移行する可能性」についてKruskal Wallisの検定や分散
分析を行ったところ，「自社開発システムからパッケージソフトへ移行する可能性」に
ついては有意な差はなかったが，「パッケージソフトから自社開発システムに移行する
可能性」については差がでた。
　このことから「自社開発システム」から「パッケージソフト」への移行を検討する企
業はあっても逆に「パッケージソフト」を利用している企業が「自社開発ソフト」に移
行することを検討する可能性は低いということが伺えた。しかし，結論づけるまでは至
らなかったので，今後の課題としたい。
２．企業規模と会計情報システムの関係
　本項では企業規模が会計情報システムにどのように影響するかを考察する。
企業規模を表す変数として資本金，売上規模，総資産額，従業員数をとった。
次に①企業規模と会計情報システムの「システム化の範囲」，②企業規模と会
計情報システムとの「統合化の範囲」について考察する。
①企業規模と「システム化の範囲」
　企業規模によって会計業務の「システム化の範囲」が異なってくるか，企業
309
－154 （     ）－
規模（資本金，売上規模，総資産額，従業員数）と「システム化の範囲」で
Kruskal Wallisの検定を行ったところ，企業規模と資金管理，投資分析，連
結会計などに差がでた。次に売上規模，総資産規模，従業員規模によってどの
ような差があるかについて示す。
売上規模とシステム化の範囲 ：
 一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s.  ＊  n.s.
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模とシステム化の範囲
 一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.  ＊ 
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
従業員規模とシステム化の範囲 ：
一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊   ＊ 
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊   ＊   ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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　すなわち企業規模によって資金管理，投資分析，連結会計などが関係してい
ることが資本金規模，売上規模，総資産規模，従業員規模で同様に伺えた。
　また企業規模とシステム化の範囲で分散分析を行ったところ，ほぼ同様な結
果となった。次に多重比較については，売上規模，総資産規模との関係を示す。
売上規模とシステム化の範囲 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
システム化の範囲：資金管理 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
システム化の範囲：投資分析 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
システム化の範囲：連結会計 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億  ＊ 
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，売上規模300億未満の企業と3000億
以上の企業，300億～ 1000億の企業と3000億以上の企業で差がでている。
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総資産規模とシステム化の範囲 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 総資産額 (J) 総資産額 平均値の差 (I-J)
システム化の範囲：資金管理 300億未満 300億～ 1000億未満 n.s.
  1000億～ 3000億未満 n.s.
  3000億以上  ＊ 
システム化の範囲：投資分析 300億未満 300億～ 1000億未満 n.s.
  1000億～ 3000億未満 n.s.
  3000億以上  ＊ 
システム化の範囲：連結会計 300億未満 300億～ 1000億未満  ＊ 
  1000億～ 3000億未満  ＊ 
  3000億以上  ＊ 
 300億～ 1000億未満 300億未満 n.s.
  1000億～ 3000億未満 n.s.
  3000億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，総資産規模が300億未満の企業と3000
億以上の企業，300億～ 1000億の企業と3000億以上の企業で差がでている。
企業規模によって資金管理，投資分析，連結会計などのシステム化が関係して
いることが伺える。
　また，システム化の範囲でSpearmanの相関係数をとったところ，「仕入債
務管理」と「売上債権管理」のシステム化に強い相関がみられ，「利益管理」
と「原価管理」のシステム化にも相関がみられた。以下，Spearmanの相関係
数について示す。
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相関係数
Spearman のロー　　　
一般会計
固定資産
管　　理
仕入債務
管　　理
売上債権
管　　理
予算管理 原価管理 利益管理 資金管理
一般会計 1 .684（＊＊）.574（＊＊）.576（＊＊）.241（＊＊）.312（＊＊）.311（＊＊） .082
固定資産
管　　理
.684（＊＊） 1. .458（＊＊）.411（＊＊）.311（＊＊）.297（＊＊）.354（＊＊） .185（＊）
仕入債務
管　　理
.574（＊＊）.458（＊＊） 1 .829（＊＊）.305（＊＊）.604（＊＊）.499（＊＊） .126
売上債権
管　　理
.576（＊＊）.411（＊＊）.829（＊＊） 1 .214（＊）.505（＊＊）.451（＊＊） .096
予算管理 .241（＊＊）.311（＊＊）.305（＊＊） .214（＊） 1. .419（＊＊）.515（＊＊）.478（＊＊）
原価管理 .312（＊＊）.297（＊＊）.604（＊＊）.505（＊＊）.419（＊＊） 1 .675（＊＊）.387（＊＊）
利益管理 .311（＊＊）.354（＊＊）.499（＊＊）.451（＊＊）.515（＊＊）.675（＊＊） 1 .541（＊＊）
資金管理 .082 .185（＊） .126 .096 .478（＊＊）.387（＊＊）.541（＊＊） 1
＊＊相関は，1 % 水準で有意（両側）
＊　相関は，5 % 水準で有意（両側）
　「仕入債務管理」と「売上債権管理」は同時にシステム化される傾向がある
のではないかと考えられる。「原価管理」のシステム化と「利益管理」のシス
テム化にも何らかの関係があることが伺える。
②企業規模と「統合化の範囲」
　企業規模によって会計情報システムとの「統合化の範囲」が異なってくるか，
企業規模（資本金，売上規模，総資産額，従業員数）と統合化の範囲について
Kruskal Wallisの検定や分散分析を実施したところ，購買管理システムや在
庫管理システムなどとの統合に差がでた。次に売上規模，総資産規模，従業員
規模との関係について示す。
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売上規模と統合化の範囲 ：
購買管理シス
テムとの統合
販売管理シス
テムとの統合
在庫管理シス
テムとの統合
人事管理シス
テムとの統合
生産管理シス
テムとの統合
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s. n.s.
品質管理シス
テムとの統合
顧客管理シス
テムとの統合
物流管理シス
テムとの統合
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模と統合化の範囲 ：
 購買管理シス
テムとの統合
販売管理シス
テムとの統合
在庫管理シス
テムとの統合
人事管理シス
テムとの統合
生産管理シス
テムとの統合
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s. n.s.
品質管理シス
テムとの統合
顧客管理シス
テムとの統合
物流管理シス
テムとの統合
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
従業員規模と統合化の範囲 ：
 購買管理シス
テムとの統合
販売管理シス
テムとの統合
在庫管理シス
テムとの統合
人事管理シス
テムとの統合
生産管理シス
テムとの統合
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s. n.s.
生産管理シス
テムとの統合
品質管理シス
テムとの統合
顧客管理シス
テムとの統合
物流管理シス
テムとの統合
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.
Kruskal Wallis 検定 グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　次に分散分析を実施したところ売上規模と統合化の範囲については，購買管
理システムとの統合や在庫管理システムとの統合に差がみられ多重比較も行わ
れた。次に購買や在庫と関係の深い売上規模との関係について多重比較を示
す。
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売上規模と統合化の範囲 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
購買管理システムとの統合 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
在庫管理システムとの統合 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，売上規模300億未満の企業と3000億
以上の企業，300億～ 1000億の企業と3000億以上の企業で差がでている。
　また統合化の範囲でSpearmanの相関係数をとったところ，購買管理システ
ムとの統合と販売管理システムとの統合，在庫管理システムとの統合に強い相
関がみられ，品質管理システムとの統合や生産管理システムとの統合などにも
相関がみられた。これらは同時に統合化される傾向にあるのではないかと考え
られる。
相関係数
Spearman のロー
 
購買管理
システム
との統合
販売管理
システム
との統合
在庫管理
システム
との統合
人事管理
システム
との統合
生産管理
システム
との統合
品質管理
システム
との統合
顧客管理
システム
との統合
物流管理
システム
との統合
購買管理
システム
との統合
1 .856（＊＊）.732（＊＊）.315（＊＊）.562（＊＊）.471（＊＊）.554（＊＊）.613（＊＊）
販売管理
システム
との統合
.856（＊＊） 1. .721（＊＊）.384（＊＊）.519（＊＊）.436（＊＊）.558（＊＊）.567（＊＊）
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在庫管理
システム
との統合
.732（＊＊）.721（＊＊） 1 .333（＊＊）.443（＊＊）.389（＊＊）.492（＊＊）.554（＊＊）
人事管理
システム
との統合
.315（＊＊）.384（＊＊）.333（＊＊） 1 .469（＊＊）.492（＊＊）.336（＊＊）.380（＊＊）
生産管理
システム
との統合
.562（＊＊）.519（＊＊）.443（＊＊）.469（＊＊） 1 .749（＊＊）.556（＊＊）.652（＊＊）
品質管理
システム
との統合
.471（＊＊）.436（＊＊）.389（＊＊）.492（＊＊）.749（＊＊） 1 .590（＊＊）.627（＊＊）
顧客管理
システム
との統合
.554（＊＊）.558（＊＊）.492（＊＊）.336（＊＊）.556（＊＊）.590（＊＊） 1 .593（＊＊）
物流管理
システム
との統合
.613（＊＊）.567（＊＊）.554（＊＊）.380（＊＊）.652（＊＊）.627（＊＊）.593（＊＊） 1
＊＊相関は，1 % 水準で有意（両側）
＊　相関は，5 % 水準で有意（両側）
　以上より (1)企業規模と会計情報システムの「システム化の範囲」は関係が
あり，企業規模が異なれば，システム化の範囲も異なり，とくに資金管理，投
資分析，連結会計などに差がでる。また，(2)企業規模と会計情報システムと
の「統合化の範囲」も関係があり，規模が異なれば，会計情報システムと購買
管理システムや在庫管理システムなどとの統合において差がでることが伺え
た。そこで次のような仮説を提示したい。
仮説：企業規模によって「システム化の範囲」や「統合化の範囲」は異なる
３．ERPの導入との関係
　本節では①企業規模によってERPの導入に差があるか，②ERPの導入に
よって会計情報システムの「システム化の範囲」や会計情報システムとの「統
合化の範囲」に差がでるのか，③ERPの導入によって業務情報の利用に差が
生じるか考察する。
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①企業規模とERPの導入
　企業規模（資本金，売上規模，総資産額，従業員数）によってERPの導入に
差があるかどうかを探るためKruskal Wallisの検定を行ったところ，区分によっ
ては，資本金規模，売上高規模，総資産規模，従業員規模のすべてで有意な結果
がでた。次に売上高規模，総資産規模，従業員規模との関係について示す。
Kruskal Wallis 検定
ＥＲＰの導入
の可能性
ＥＲＰの導入
の可能性
ＥＲＰの導入
の可能性
漸近有意確率  ＊  漸近有意確率  ＊  漸近有意確率  ＊ 
グループ化変数 : 売上規模 グループ化変数 : 総資産額 グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　同様に分散分析を実施したところ，資本金規模，売上高規模，総資産規模，
従業員規模で有意な結果がでた。次に売上規模と従業員規模で多重比較を示す。
売上規模と ERP 導入の可能性 ：
多重比較
Bonferroni 
(I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
300 億未満 300 億～ 3000 億未満 n.s.
 3000 億以上  ＊ 
300 億～ 3000 億未満 300 億未満 n.s.
 3000 億以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，売上規模300億未満の企業と3000億
以上の企業でERPの導入に差がみられた。
従業員規模と ERP 導入の可能性 ：
多重比較
Bonferroni 
(I) 従業員数 (J) 従業員数 平均値の差 (I-J)
500 人未満 500 人～ 4000 人未満  ＊ 
 4000 人以上  ＊ 
500 人～ 4000 人未満 500 人未満  ＊ 
 4000 人以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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　従業員規模が500人未満の企業と500人～ 4000人の企業，従業員規模が500
人未満の企業と4000人以上の企業の間にERPの導入に有意な差がみられる。
　企業規模によってERP導入に違いがあることが伺える。そこで以下のよう
な仮説を提示したい。
仮説：企業規模によってERPの導入に差がある
②ERPの導入と「システム化の範囲」，「統合化の範囲」
　ERPの導入によって会計業務の「システム化の範囲」に差があるかどうか，
会計モジュールのみを単独で導入している企業を除いて，Kruskal Wallisの
検定を行ったところ，資金管理，投資分析に有意な差がでた。これはこうした
他のパッケージソフトにない機能をERPだけがもっているからかもしれない。
一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 現金管理
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
原価管理 利益管理 資金管理 経営分析 投資分析
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
経費管理 連結会計 税務申告
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : ＥＲＰの導入の可能性
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　次にERPの導入によって会計情報システムとの「統合化の範囲」に差があ
るかどうかKruskal Wallisの検定を行ったところ，購買管理システム，在庫
管理システム，人事管理システム，生産管理システムなどとの統合で有意な結
果がでた。やはりERPには他の業務システムとの統合化を実現する独自の機
能があるのであろう。
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購買管理シス
テムとの統合
販売管理シス
テムとの統合
在庫管理シス
テムとの統合
人事管理シス
テムとの統合
生産管理シス
テムとの統合
品質管理シス
テムとの統合
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊   ＊   ＊  n.s.
顧客管理シス
テムとの統合
物流管理シス
テムとの統合
漸近有意確率 n.s. n.s.
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : ＥＲＰの導入の可能性
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　分散分析を実施した結果は，「システム化の範囲」，「統合化の範囲」とも全
く同じであった。ただ，多重比較はERPを導入しているか否かという２つし
かグループがないので行われなかった。したがって多重比較については示すこ
とができない。
　以上よりERPの導入によって会計業務の「システム化の範囲」は資金管理
と投資分析などで差がでるが，会計情報システムとの「統合化の範囲」は，購
買管理システム，在庫管理システム，人事管理システム，生産管理システムな
どとの統合で差がでた。以下の仮説を提示したい。
仮説：ERPの導入によって会計業務の「システム化の範囲」や会計情報システ
ムとの「統合化の範囲」は異なる
③ERPの導入と業務情報の利用
　ERPの導入によって作成・利用している業務情報に差があるかどうか，会
計モジュールのみを単独で導入している企業を除いて，Kruskal Wallisの検
定を行ったところ，区分によっては，購買，在庫，人事，顧客，生産，品質，
物流などで有意な結果がでた。
319
－164 （     ）－
業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊   ＊   ＊ 
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : ＥＲＰの導入の可能性
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　分散分析でもほぼ同様な結果がでたが，多重比較はERPを導入しているか
否かという２つしかグループがないので行われなかった。したがって多重比較
については示すことができない。
　以上はERPを使用するか否かで，購買情報，在庫情報，人事情報，顧客情報，
生産情報，品質情報，物流情報に差がでることを表している。以下，次のよう
な仮説を提示したい。
仮説：ERPの導入によって業務情報の作成と利用に差がでる
４．会計情報システムのネットワーク化の諸状況との関係
　本項では，会計情報システムのネットワーク化の諸状況との関係について考
察する。その結果，企業規模との関係について有意な差がみられた。以下，企
業規模とネットワーク化の諸状況について考察する。
①企業規模とネットワーク化の諸状況
　まず企業規模と企業内のネットワーク化の諸状況，すなわち会計情報システ
ムをどのような環境で構築しているかというネットワーク化の現状，会計情報
の入手・利用できる範囲，事業所とのネットワーク化，会計データの入力方法，
帳票の閲覧，エンドユーザーコンピューティングとの関係について，Kruskal 
Wallisの検定を行ったところ，「会計データの入力方法」と関係があることが
わかった。次に売上規模，総資産規模，従業員規模との関係を示す。
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売上規模とネットワーク化の諸状況との関係 ：
 ネットワーク化
の現状
入手・利用
できる範囲
事業所との
ネットワーク化
会計データ入力
方法
帳票の閲覧
エンドユーザー
コンピューティ
ングの状況
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s.  ＊  n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模とネットワーク化の諸状況との関係 ：
 ネットワーク化
の現状
入手・利用
できる範囲
事業所との
ネットワーク化
会計データ入力
方法
帳票の閲覧
エンドユーザー
コンピューティ
ングの状況
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
従業員規模とネットワーク化の諸状況との関係 ：
 ネットワーク化
の現状
入手・利用
できる範囲
事業所との
ネットワーク化
会計データ入力
方法
帳票の閲覧
エンドユーザー
コンピューティ
ングの状況
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s.  ＊  n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　「会計データの入力方法」には売上規模，総資産規模，従業員規模のすべて
で差がでていた。分散分析を行った結果は，ほぼ同じ結果となったが，多重比
較については，売上高規模との関係，従業員規模との関係について示す。
売上規模とネットワーク化の諸状況 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
会計データ入力方法 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億  ＊ 
  3000 億以上  ＊ 
 300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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　Bonferroniによるその後の検定では，売上規模が300億未満の企業と1000
億～ 3000億の企業，300億未満の企業と3000億以上の企業の間に会計データ
の入力方法に差がみられた。
従業員規模とネットワーク化の諸状況 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 従業員数 (J) 従業員数 平均値の差 (I-J)
会計データ入力方法 500 人未満 500 人～ 1000 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上  ＊ 
 500 人～ 1000 人未満 500 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，従業員規模が500人未満の企業と4000
人以上の企業の間に会計データの入力方法に差がみられた。
　以上，企業規模と会計データの入力方法については，企業規模を表す資本金，
売上規模，総資産額，従業員数で有意な差がでた。企業規模によって会計デー
タの入力方法に差があることが伺われる。そこで次のような仮説を提示したい。
仮説：企業規模によって会計データの入力方法が異なる
５．業務情報の作成と利用との関係
　本項では，会計情報以外の業務情報，すなわち購買情報，在庫情報，人事情
報，顧客情報，生産情報，品質情報，物流情報などについて，①システムの開
発形態によって作成・利用している業務情報に差があるか，②企業規模によっ
て作成・利用している業務情報に差がでるかについて考察する。
①システムの開発形態と作成・利用している業務情報
　システムの開発形態，すなわち，「自社開発のシステムを利用している」か
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「ERPを利用している」か，あるいは「ERP以外のパッケージソフトを利用
している」か，あるいはまた「自社開発ソフトとパッケージソフトを利用」し
ているかで，作成・利用している業務情報に差がでるか，Krasukal Wallisの
検定を行ったところ，顧客情報，生産情報，品質情報で有意な差がでた。
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率 n.s. n.s. n.s. n.s.  ＊ 
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊  n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : システム開発形態
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　また分散分析を実施したところ，顧客情報，生産情報，品質情報で有意な差
がでた。Bonferroniによるその後の検定では，「顧客情報」においては，有意
な差がでたのは，「自社で開発している」企業と「ERP以外のパッケージソフ
トを利用している」場合，「ERPを利用している」企業と「ERP以外のパッケー
ジを利用している」場合，「自社開発ソフトとパッケージソフトを利用してい
る」企業と「ERP以外のパッケージソフトを利用している」場合とである。
「生産情報」や「品質情報」においても，全く同様で下表のとおりであった。
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) システム開発形態 (J) システム開発形態 平均値の差 (I-J)
業務情報：顧客 自社で開発 ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERPを利用 自社で開発 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
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 自社開発ソフトとパッ
ケージソフトを利用
自社で開発 n.s.
  ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
業務情報：生産 自社で開発 ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERPを利用 自社で開発 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 自社開発ソフトとパッ
ケージソフトを利用
自社で開発 n.s.
  ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
業務情報：品質 自社で開発 ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 ERPを利用 自社で開発 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
  自社開発ソフトとパッケージソフト
を利用
n.s.
 自社開発ソフトとパッ
ケージソフトを利用
自社で開発 n.s.
  ERPを利用 n.s.
  ERP以外のパッケージソフトを利用  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は5%有意，n.s.は非有意
　以上のように，今回の調査では，システムの開発形態によって，顧客情報，
生産情報，品質情報などに有意な関係がみられた。そこで以下のような仮説を
提示したい。
仮説：システムの開発形態によって作成・利用している業務情報には差がある
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②企業規模と作成・利用している業務情報
　企業規模によって作成・利用している業務情報に差があるかどうかを
Krasukal Wallisの検定によって調べたところ，購買情報や物流情報をはじめ，
在庫情報，顧客情報，生産情報，品質情報などにも差がでた。次に売上規模，
総資産規模，従業員規模との関係について示す。
売上規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s. n.s.
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s.  ＊ 
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
従業員規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s. n.s.
業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率 n.s. n.s.  ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　さらに分散分析を実施したところ，やはり購買情報，物流情報をはじめ人事
情報，顧客情報，生産情報，品質情報などで有意な差がでた。多重比較も行わ
れている。次に総資産規模について多重比較を示す。
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総資産規模と作成 ・ 利用している業務情報 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 総資産額 (J) 総資産額 平均値の差 (I-J)
業務情報：購買 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：顧客 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：生産 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：品質 300 億未満 300 億～ 1000 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
業務情報：物流 300 億～ 1000 億未満 n.s.
 300 億未満 1000 億～ 3000 億未満 n.s.
  3000 億以上  ＊ 
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，購買情報，顧客情報，生産情報，品
質情報，物流情報において等しく，総資産額が300億未満の企業と3000億以上
の企業間で作成・利用している業務情報に差がでている。
　このように規模によって作成・利用している業務情報には有意な差がみられ
た。企業規模によって購買情報や物流情報のほか，顧客情報，生産情報，品質
情報などにも差がみられる。そこで以下のような仮説を提示したい。
仮説：企業規模によって作成・利用している業務情報には差がある
（注記）
　業界・業種と作成・利用している業務情報についても考察したが，サンプル数の関係
もあって結果がだせなかったため，本稿では省略する。
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　ただ，製造業，非製造業といった大分類によって作成・利用している業務情報に差が
あるかどうかをKrasukal Wallisの検定によって調べたところ，購買情報，在庫情報，
顧客情報，生産情報，品質情報，物流情報などに差がでた。
 業務情報：購買 業務情報：販売 業務情報：在庫 業務情報：人事 業務情報：顧客
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s.  ＊ 
 業務情報：生産 業務情報：品質 業務情報：物流
漸近有意確率  ＊   ＊   ＊ 
Kruskal Wallis 検定
グループ化変数 : 業種
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　また分散分析によって調べたところ，ほぼ同様な結果であり，購買情報，在庫情報，
顧客情報，生産情報，品質情報，物流情報などに差がでた。Bonferroniによるその後の
検定もおこなわれた。
製造業 ・ 非製造業の分類と作成 ・ 利用している業務情報
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 業種 (J) 業種 平均値の差 (I-J)
業務情報：購買 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：在庫 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：顧客 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：生産 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：品質 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
業務情報：物流 製造業 非製造業  ＊ 
  その他　 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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　製造業・非製造業という大分類では有意な差をみいだせたといえる。以下のような仮
説を提示したい。
仮説：製造業と非製造業では作成・利用している業務情報に差がある
　しかし，大きく業界・業種と作成・利用している業務情報ということになると，なん
らかの関係が見いだせたとはいえない。ただ，何らかの差があることだけはたしかであ
ると思われるので，今後の課題としたい。
６．電子商取引，電子情報開示，連結会計情報システムとの関係
　システム開発形態や企業規模，業界・業種と電子商取引，電子情報開示，連
結会計情報システムとの関係について，Kruskal Wallisの検定を行ったとこ
ろ，企業規模と「電子商取引の実施」に関係があることがわかった。次に売上
規模，総資産規模，従業員規模との関係を示す。
売上規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
 電子商取引の実施 電子情報開示の
有無
国内の連結子会社
との連携
海外の連結子会社
との連携
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 売上規模
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
総資産規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
 電子商取引の実施 電子情報開示の
有無
国内の連結子会社
との連携
海外の連結子会社
との連携
漸近有意確率  ＊  n.s.  ＊  n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 総資産額
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
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従業員規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
 電子商取引の実施 電子情報開示の
有無
国内の連結子会社
との連携
海外の連結子会社
との連携
漸近有意確率  ＊  n.s. n.s. n.s.
a  Kruskal Wallis 検定
b  グループ化変数 : 従業員数
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　分散分析を行ったところほぼ同じ結果となったが，売上規模と従業員規模に
ついて多重比較を示す。
売上規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 売上規模 (J) 売上規模 平均値の差 (I-J)
電子商取引の実施 300 億未満 300 億～ 1000 億 n.s.
  1000 億～ 3000 億  ＊ 
  3000 億以上  ＊ 
300 億～ 1000 億 300 億未満 n.s.
  1000 億～ 3000 億 n.s.
  3000 億以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，売上規模が300億未満の企業と1000
億～ 3000億の企業，300億未満の企業と3000億以上の企業の間に電子商取引
の実施に差がみられる。
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従業員規模と電子商取引， 電子情報開示， 連結会計情報システムの関係 ：
多重比較
Bonferroni 
従属変数 (I) 従業員数 (J) 従業員数４ 平均値の差 (I-J)
電子商取引の実施 500 人未満 500 人～ 1000 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上  ＊ 
 500 人～ 1000 人未満 500 人未満 n.s.
  1000 人～ 4000 人未満 n.s.
  4000 人以上 n.s.
＊平均の差は .05 レベルで有意です。
＊は 5% 有意，n.s. は非有意
　Bonferroniによるその後の検定では，従業員規模が500人未満の企業と4000
人以上の企業の間に電子商取引の実施に差がみられる。
　以上，電子商取引の実施については，資本金規模，売上規模，総資産規模，
従業員規模のすべてで有意な結果がでた。総資産額の大小，従業員数の多寡に
よって差がみられる。したがって企業規模の大小によって電子商取引の実施に
差があることが伺われる。
　連結会計情報システムについては，国内の連結子会社との連携については，
資本金規模と総資産規模で有意な差がでて，売上規模と従業員規模ではでてい
ない。国内の連結子会社との連携については，何らかの差があることも伺われ
るが，今後，再調査が必要であろう。
　また海外の連結子会社との連携については資本金規模，売上規模，総資産規
模，従業員規模のすべてで有意な差がでなかった。企業規模の大小によって海
外の連結子会社との連携に差があるとはいえないであろう。したがって次のよ
うな仮説を提示したい。
仮説：企業規模によって電子商取引の実施には差がある
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７．＜補遺＞業界・業種と会計情報システムの関係
　業界・業種によって会計業務の「システム化の範囲」が異なったり，会計情
報システムとの「統合化の範囲」に差が生じるかについても考察した。しかし，
業界・業種による差を検証するには，今回の調査のサンプル数では限界もあっ
た。次に①業界・業種と「システム化の範囲」，②業界・業種と「統合化の範囲」
について考察した結果と今後の課題について補足する。
①業界・業種と「システム化の範囲」
　まず業界と会計情報システムの「システム化の範囲」について，Kruskal 
Wallisの検定や分散分析を行ったがとくに有意なものはなく，多重比較も行
われなかった。分析を行えるほどのサンプルがなかったというのが現状であっ
た。
　業種との関係ではKruskal Wallisの検定を行ったところ，「利益管理」にお
いて有意な差がでた。同様に分散分析を行ったところ，「利益管理」他に有意
な差がでて多重比較も行われた。Bonferroniによるその後の検定では，卸・
小売業とサービス業の間に有意な差がでた。しかし，今回の調査のみで判断す
るのは無理があると思われるので，今後の課題としたい。
　製造業，非製造業の分類ではKruskal Wallisの検定において一部に有意な
差がでたが，分散分析を行ったところ，とくに有意な結果はでなかった。多重
比較は行われたが有意なものはなかった。このように分析方法によっても結果
が異なったので，業界・業種と「システム化の範囲」については，今回の調査
ではとくに関係をみいだせたとはいえない。ただ，業界・業種によって何らか
の差があることはたしかであろうと考えられるので，今後の課題としたい。
②業界・業種と「統合化の範囲」
　まず業界との関係では，Kruskal Wallisの検定や分散分析をおこなったと
ころ有意なものがあったが，多重比較は行われなかった。業界と会計情報シス
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テムとの統合化について判断できるほど充分なサンプルがなかった。
　また業種との関係では，Kruskal Wallisの検定や分散分析で，一部に有意
な差がでたが，多重比較は行なわれなかった。会計情報システムとの統合化に
ついて判断できるほど充分なサンプルがなかった。
　以上，業界・業種と「統合化の範囲」については，今回の調査では何らかの
関係をみいだせたとはいえない。ただ，業界・業種によって何らかの差がある
ことはたしかであろうと考えられるので，今後の課題としたい。
Ⅴ．おわりに
　以上，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について述べ，第
Ⅲ節において，わが国上場企業における会計情報システム構築の実態調査にお
ける記述統計について記載し，第Ⅳ節においては，そうしたデータをもとにシ
ステムの開発形態，企業規模，業界・業種といったものが，「システム化の範
囲」，「統合化の範囲」，ERPの導入，ネットワーク化の諸状況，業務情報の作
成と利用，電子商取引の実施や連結会計情報システムなどとどのように関係し
ているかを考察した。
　システムの開発形態によってとくに会計情報システムとの「統合化の範囲」
は影響を受け，作成・利用する業務情報には差が生じる傾向があることがわ
かった。また企業規模によって，会計業務の「システム化の範囲」にも会計情
報システムとの「統合化の範囲」にも差がでること，会計データの入力方法や
電子商取引の実施にも相違が生じ，作成・利用する業務情報にも差がでる傾向
があることがわかった。業界・業種による相違はサンプル数の関係から解析す
るのは限界があったが，製造業・非製造業の大分類では業務情報の作成・利用
などで差がでることがわかった。
　ハードウェアやＯＳ，ネットワークそしてデータベースの技術は日進月歩の
状態にあり，今後もこの状態は続くであろう。会計情報システムは，こうした
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成果を積極的に取り入れながら発展してゆくべきである。業界・業種，企業規
模などにより会計情報システムに求められるニーズはなにか。そして，その充
足に最も適合し，コスト面からも実現可能なシステム開発形態はどのようなも
のか。今後もこうした検討を重ねてゆく必要がある。
　本稿ではアンケート調査による回収データを解析することにより，「システ
ム化の範囲」，「統合化の範囲」をはじめさまざまな領域で「統計的一般化」を
試みた。しかし，本稿でできたことは企業実務のおおまかな分類に過ぎない。
　今後の課題として，個々の特定の企業のケースを社会科学の「一般理論」
から記述し，説明し，そして予測するアプローチが別途，必要になると考
えられる。そしてそうした考察を通じて，会計情報システムについてもそ
の技術的な側面のみではなく，そうしたシステムと組織・人との整合性をも
はかってゆく必要があろう。こうしたことは，とりもなおさず社会科学的な
アプローチでの研究となろうが，こうした研究の方法論については，会計研
究へ社会学をはじめとする社会科学の方法論を援用する方法を紹介した拙稿
（2000a ; 2000b ; 2000c ; 2000d ; 2001）のアプローチが有効になると考えてい
る。ただ，こうした研究については，本稿のレベルを超えるため，稿を改めて
行ないたい。
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